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５６ 

第２号議案  都市緑地法等の一部を改正する法律の施行に伴う地区計画変更 

 

 ２－２  東京都市計画地区計画千住大橋駅周辺地区地区計画の変更（足立区決定）につ

いて 

 

 

  上記の議案を提出する。 

 

   平成３０年３月７日 

 

                 提 出 者  足 立 区 長  近 藤  弥 生 

 

 

本地区計画の内容を、別添計画図書のとおり変更する。 

 

（提案理由） 

 東京都市計画地区計画千住大橋駅周辺地区地区計画を変更するにあたり、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１

条第２項において準用する同法第１９条第１項の規定に基づき、足立区都市計画審議会の議を経る必要があるため、提案する。 



５７ 

 

都市計画の案の理由書 

 

１．種類・名称 

東京都市計画地区計画 

千住大橋駅周辺地区地区計画 

 

２．理 由 

 

  本地区は、平成１９年４月に地区計画を策定し、「うるおい・活気・安全なまち」の実現に向け、道路・公園等の都市基

盤整備や、駅前への商業機能の誘導をしつつ、防災性の向上、良好な住環境や景観の形成を図り、住商工が調和した複合市

街地の形成を目指している。 

本地区計画では、地区整備計画に定める建築物等の用途の制限において、建築基準法（昭和２５年５月２４日法律第２０

１号）別表第二（ぬ）項に掲げる建築物を規制している。 

平成２９年５月１２日に都市緑地法等の一部を改正する法律が公布され、平成３０年４月１日付けで都市計画法で定める

用途地域に「田園住居地域」が追加されることにより、建築基準法別表第二について項ずれ等が生じることになった。 

このようなことから、建築物等の用途の制限の整合を図るため、地区面積約６９．３ヘクタールについて地区計画の変更

を行うものである。 

 

 

 

 
 

 



５８ 

東京都市計画地区計画の変更（足立区決定）                                     

都市計画千住大橋駅周辺地区地区計画を次のように変更する。 

名    称 千住大橋駅周辺地区地区計画 

  位    置 ※ 足立区千住河原町、千住桜木一丁目、千住関屋町、千住橋戸町、千住緑町一丁目、千住緑町二丁目及び千住緑町三丁目各地内 

  面    積 ※ 約６９．３ｈａ 

 

地区計画の目標 

本地区は、都心方面からの玄関口となる足立区の最南部、千住地区の一画にあり、北は墨堤通り、東はＪＲ常磐線に接し、
西から南にかけては、大きく蛇行する隅田川に囲まれた、住商工の混在する市街地である。地区中央を東西に京成本線が横断
し、国道４号線との交差部には千住大橋駅が位置している。 
地区内には、大規模工場、駅前広場や都市計画道路が新たに整備される住商工が混在する既成市街地、東京都中央卸売市場

足立市場、木造住宅等が密集する既成市街地、一定の基盤施設が整備されている商工が混在する住宅を中心とした既成市街地、
緑工会工業団地等がある。このうち大規模工場は、工場機能を集約し、良質な住宅を誘導するとともに、多様な利便施設をあ
わせもつ複合市街地への土地利用転換を図る。 
本地区では、「千住大橋駅周辺地区まちづくり計画」に示されたまちづくりの目標である「うるおい・活気・安全なまち」の

実現に向け、隅田川スーパー堤防の整備をはじめ、道路・公園等の都市基盤整備を行ったうえで、駅前へ商業機能を誘導しつ
つ、防災性の向上、良好な住環境と景観の形成が図られた、住商工が調和した複合市街地の形成を目指す。 
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土地利用の方針 

千住大橋駅を中心に都市基盤整備を進め、定住性や生活利便性の向上、地域産業の活性化など、各々の地区に適した土地利

用を誘導する。また、潤いとゆとりある良好な市街地環境の形成に向けた誘導とその保全を図る。 

足立市場周辺では、将来の開発動向にあわせ賑わいの拠点づくりを目指す。 

地区北東部の既成市街地では、木造住宅の老朽化・密集化が進行し、狭隘な道路が多く見られることから、防火性の高い建

築物への建て替え、一定以上の道路幅員の確保等を進め、防災性の向上を図る。 

地区北西部の既成市街地では、現在の充実した都市基盤施設に支えられた良好な市街地環境の保全とさらなる向上を目指し

て、敷地内緑化の推進や敷地の細分化の防止等を図る。 

地区西部の緑工会工業団地では、地域産業の振興・育成や居住環境との調和を図るため、工場敷地の緑化等を図る。 

土地利用転換を図る大規模工場跡地と、大規模工場跡地と国道４号線に挟まれた地区は、先行的、一体的な整備・開発を行

うことから、地区毎に方針を定め計画的な土地利用を誘導する。 

１．土地利用転換を図る大規模工場跡地では、以下に掲げる３つの景観軸を形成し、市街地の魅力を高めるとともに、既成市

街地との調和に配慮した秩序ある土地利用形成を行う。 

①大規模工場跡地内を東西に横断する足立区画街路第１１号線及び主要区画道路１号とそれらの沿道を「賑わい景観軸」

と位置づけ、商業・業務施設等が面する多様な賑わい空間を創出する。 

②大規模工場跡地内を南北に縦断する区画道路２号及び歩行者専用道路１・２号とそれらの沿道を「緑の景観軸」と位

置づけ、公園、壁面後退部の敷地内緑化による緑空間、広場、隅田川スーパー堤防を結ぶ緑豊かな空間を創出すると

ともに、沿道建物低層部には楽しさや賑わいを演出する商業施設等を誘導する。 

③隅田川スーパー堤防を「水辺の景観軸」と位置づけ、共同住宅のオープンスペースと一体となった開放的な空間を形

成する。 
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土地利用の方針 

以上の景観軸の考え方を踏まえ、計画的な土地利用の誘導を行うため、大規模工場跡地内を次の８地区に区分する。 

１）商業複合地区Ａ 

千住大橋駅前広場に面する地区にふさわしい生活利便施設の集積を図り、北側既成市街地との調和に配慮した、駅

前の顔となる市街地を形成する。 

２）商業複合地区Ｂ 

千住大橋駅前から連続する賑わい空間として低層部へ小規模な商業施設等を誘導し、商業複合地区Ａと一体となっ

た街並みと賑わいある市街地を形成するとともに、都市計画道路整備に伴う移転への対応を図る。 

３）業務複合地区 

大規模な施設も視野に入れ、工場と関連した業務・研究施設や在宅等を含めた医療・福祉施設等を誘導し、北側既

成市街地との調和に配慮した市街地を形成する。 

４）住宅地区Ａ 

区の南の玄関口を演出するようランドマークとなる２つの塔状の高層共同住宅を誘導すると共に、隅田川スーパー

堤防に面した立地を活かして、既成市街地の防災性向上に寄与する避難・防災活動の拠点となるオープンスペースや

緑豊かな空間を確保し、安全で良好な住宅市街地を形成する。 

５）住宅地区Ｂ 

良質な共同住宅や生活利便施設を誘導し、隅田川景観や隣接する既成市街地との調和に配慮した住宅市街地を形成

する。 

６）住宅地区Ｃ 

良質な共同住宅を誘導し、大規模工場跡地全体の景観に配慮した住宅市街地を形成する。 

７）住宅地区Ｄ 

隣接する住宅市街地、既成市街地との調和に配慮した住宅市街地を形成するとともに、商業複合地区Ｂと同一の街

区では都市計画道路整備に伴う移転への対応を図る。 

８）工場業務地区 

既存工場及び業務機能の集約や都市型産業への転換を図るとともに、隣接する既成市街地や住宅市街地の環境に配

慮した工場業務市街地を形成する。 

２．大規模工場跡地と国道４号線に挟まれた地区では、新たに交通広場と都市計画道路が整備される。これらの公共施設整備

を契機として、賑わいの景観軸の一翼を担う駅前では商業・業務施設等を誘導するとともに、既成市街地では地区内の歴

史・文化資源を活かしながら、段階的に防災性の向上と良好な市街地環境の形成を図るため、次の６地区に区分する。 

１）駅前地区Ａ 

都市機能・防災機能を高めつつ、千住大橋地区の顔となる駅前にふさわしい街並みとするため、土地の高度利用や

敷地の共同化を図り、建物低層部へ賑わいを創出する生活利便施設、中高層部へ都心居住を促進する住宅施設を誘導

し、駅前にふさわしい市街地を形成する。 
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土地利用の方針 

２）駅前地区Ｂ 

既存の施設立地を活かしつつ、駅前地区Ａと一体となった良好な街並みと賑わい空間を創出するとともに、土地の

高度利用と建築物の不燃化を促進する。 

３）幹線道路沿道地区Ａ、幹線道路沿道地区Ｂ 

地区の延焼遮断性を確保しつつ沿道の開発を適正に誘導し、広域幹線道路の沿道にふさわしい土地の高度利用と建

築物の不燃化を促進する。 

４）住工共存地区Ａ 

地区施設の整備を進め、安全で快適な住工が共存する市街地を形成する。 

５）住工共存地区Ｂ 

文化歴史ゾーンとして歴史的資源を保全しながら、地区施設の整備を進め、安全で快適な住工が共存する市街地を

形成する。 

 

地区施設の整備の方針 

１．広域ネットワークを補完する主要区画道路を整備する。 

２．生活道路ネットワークの形成や防災性の向上を図る区画道路、自転車歩行者専用道路、歩行者専用道路等を整備する。 

３．歩行者ネットワークを補完する通路や、ゆとりある歩行者空間を形成するための歩道状空地を整備する。 

４．地域住民の交流と憩いの空間として、また災害時の一時避難場所やオープンスペースとして利用可能な公園、広場を整備・

保全する。 

 

建築物等の整備の方針 

１．土地利用転換を図る大規模工場跡地では、地区住民の参加により区が作成した「千住大橋駅周辺地区まちづくり計画」を

踏まえた開発誘導を図る。本地区の整備方針として「防災性の向上」、「市街地環境への配慮」、「景観の向上」を３つの柱

とし、これらの方針を展開していくため、以下の建築物等の誘導・整備を行う。 

①災害時の避難場所の確保や建物の防災性能の強化等により防災性の向上を図るため、緑の景観軸と水辺の景観軸との

交差部に塔状の高層建築物を配置し、隅田川スーパー堤防と一体となったオープンスペースを生み出す。 

②大規模工場跡地周辺の既成市街地との環境に配慮するため、既成市街地近傍では建築物の高さの抑制、敷地内緑化の

推進、隣棟間隔を確保することにより、圧迫感や日影の軽減等を図る。 

③地区外から見た市街地全体としての景観の向上を図るため、①、②での建物配置の考え方を踏まえ、本区の南の玄関

口としてランドマークとなる隅田川沿いの２つの塔状の高層建築物の誘導と、既成市街地に向かい低くなるスカイラ

インを形成し、まとまりのある特徴的な隅田川景観、市街地景観を創出する。 

また、地区内から見た景観の向上を図るため、地区内の緑化の推進や川への眺望の確保、統一的な建築物のデザイン・

形態・色彩等に配慮する。 

以上を踏まえ、建築物等の誘導・整備を行うため、工場業務地区及び公園部分を除いた業務複合地区の容積を住宅地区

Ａに適正に配分する。 
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建築物等の整備の方針 

さらに、誘導容積制度を活用することで、適正な配置、規模の公共施設整備及び合理的な土地利用を誘導する。 

加えて地区の特性に応じて、建築物等の用途の制限、建築物の容積率の最高限度及び最低限度、建築物の建蔽率の最高

限度、建築物の敷地面積の最低限度、壁面の位置の制限、建築物等の高さの最高限度、壁面後退区域における工作物の設

置の制限、建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限、垣又は柵の構造の制限、建築物の緑化率の最低限度を定める。 

２．大規模工場跡地と国道４号線に挟まれた地区では、地区の特性に応じた建築物を誘導し、駅前としての賑わい・活力の創

出による賑わいの軸の形成と、既成市街地の防災性の向上、良好な市街地環境の形成を図るため、建築物等の用途の制限、

建築物の容積率の最高限度、建築物の敷地面積の最低限度、壁面の位置の制限、建築物等の高さの最高限度、建築物等の

形態又は色彩その他の意匠の制限、垣又は柵の構造の制限を定める。 

このうち駅前地区Ａ、駅前地区Ｂ、幹線道路沿道地区Ｂでは、誘導容積制度を活用することで、適正な配置、規模の公

共施設整備及び合理的な土地利用を誘導する。 

 

地 

区 

整 

備 

計 

画 

位 置 足立区千住河原町、千住橋戸町及び千住緑町一丁目各地内 

面 積 約１８．０ｈａ 

地
区
施
設
の
配
置
及
び
規
模 

種 類 名 称 幅 員 延 長 備 考 

 

道 路 

 主要区画道路１号 ※ １６～１８ｍ 約３９０ｍ 新設 

   区画道路１号 ※ １２ｍ 約４５０ｍ 新設、拡幅 

   区画道路２号 ※ １２ｍ 約 ８０ｍ 新設 

   区画道路３号 ※ １０ｍ 約１６０ｍ 新設 

   区画道路４号 ※ １０ｍ 約１５０ｍ 新設 

   区画道路５号 ※ ４～８．６ｍ 約 ３０ｍ 既設 

   区画道路６号 ※ ８ｍ 約２７０ｍ 拡幅 

      区画道路７号 ７．２ｍ 約３４０ｍ 既設 

      区画道路８号 ７．２ｍ 約 ６０ｍ 既設 

      区画道路９号 ５．８～７．２ｍ 約 ６０ｍ 既設 

      区画道路 10 号 ５．４～７．２ｍ 約 ７０ｍ 既設 
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    区画道路 11 号 ５ｍ 約１３０ｍ 新設、拡幅 

道 路    区画道路 12 号  ４ｍ 約１２０ｍ 拡幅 

    区画道路 13 号  ４ｍ 約 ７０ｍ 拡幅 

    区画道路 14 号  ４ｍ 約 ６０ｍ 拡幅 

    区画道路 15 号  ４ｍ 約 ６０ｍ 拡幅 

    区画道路 16 号  ４ｍ 約 ６０ｍ 拡幅 

    区画道路 17 号  ４ｍ 約 ５０ｍ 拡幅 

    区画道路 18 号  ４ｍ 約 ３０ｍ 拡幅 

 自転車歩行者専用道路１号 ６ｍ 約２１０ｍ 新設 

歩行者専用道路１号 ６ｍ 約 ９０ｍ 新設 

歩行者専用道路２号 ６ｍ 約 ８０ｍ 新設 

公 園 名 称 面 積 備 考 

公園 約５，０００㎡ 新設 

 

その他の公共空地 

名 称 幅 員 延 長 備 考 

通路１号 ４ｍ 約 ９０ｍ 新設 

通路２号 ４ｍ 約 ８０ｍ 新設 

通路３号 ４ｍ 約 ７０ｍ 新設 

通路４号 ４ｍ 約 ３０ｍ 新設 

歩道状空地１号 ２ｍ 約３７０ｍ 新設 

歩道状空地２号 ２ｍ 約２７０ｍ 新設 

   歩道状空地３号 １～２ｍ 約５１０ｍ 新設 

   歩道状空地４号 １～２ｍ 約４４０ｍ 新設 

   歩道状空地５号 １～２ｍ 約３５０ｍ 新設 



６３ 

  
地
区
施
設
の
配
置
及
び
規
模 

 

その他の公共空地 

    

歩道状空地６号 １～２ｍ 約３２０ｍ 新設 

歩道状空地７号 １～２ｍ 約３００ｍ 新設 

歩道状空地８号 １～２ｍ 約２２０ｍ 新設 

  広場１号 面積 約７００㎡ 新設 

  広場２号 面積 約３００㎡ 新設 

  広場３号 面積 約２００㎡ 既設 

地 

区 

整 

備 

計 

画 
 

 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の区分 名称 商業複合地区Ａ 商業複合地区Ｂ 業務複合地区 住宅地区Ａ 

面積 約１．７ｈａ 約０．２ｈａ 約２．１ｈａ 約２．０ｈａ 

建築物等の用途の制

限 ※ 

 次に掲げる用途の建築物は建

築してはならない。 

１．戸建住宅、長屋 

２．共同住宅、寄宿舎又は下宿

３．住宅で事務所、店舗その他

これらに類する用途を兼ねる

もの 

４．マージャン屋、ぱちんこ屋、

射的場、勝馬投票券発売所、

場外車券売場その他これらに

類するもの 

５．老人ホーム、身体障害者福

祉ホームその他これらに類す

るもの 

６．工場（自家販売のための食

品製造業（食品加工業を含

む。）を営むパン屋、菓子屋そ

の他これらに類するもので、

作業場に供する部分の床面積

の合計が５０㎡以内のものを

除く。） 

１．次に掲げる用途の建築物は

建築してはならない。 

（１）マージャン屋、ぱちんこ

屋、射的場、勝馬投票券発売

所、場外車券売場その他これ

らに類するもの 

（２）老人ホーム、身体障害者

福祉ホームその他これらに類

するもの 

（３）工場（自家販売のための

食品製造業（食品加工業を含

む。）を営むパン屋、菓子屋そ

の他これらに類するもので、

作業場に供する部分の床面積

の合計が５０㎡以内のものを

除く。） 

（４）倉庫業を営む倉庫 

（５）自動車教習所 

（６）風俗営業等の規制及び業

務の適正化等に関する法律第

２条第１項の規定する風俗営 

 次に掲げる用途の建築物は

建築してはならない。 

１．カラオケボックスその他

これに類するもの 

２．マージャン屋、ぱちんこ

屋、射的場、勝馬投票券発

売所、場外車券売場その他

これらに類するもの 

３．自動車教習所 

４．風俗営業等の規制及び業

務の適正化等に関する法律

第２条第１項の規定する風

俗営業を営む建築物及び第

６項の規定する店舗型性風

俗特殊営業を営む建築物 

５．ナイトクラブその他設備

を設けて客にダンスをさ

せ、かつ、客に飲食をさせ

る営業を営む建築物（前号

に該当する営業を営むもの

を除く。） 

 次に掲げる用途の建築物は

建築してはならない。 

１．戸建住宅、長屋 

２．ホテル又は旅館 

３．工場（自家販売のための

食品製造業（食品加工業を

含む。）を営むパン屋、菓子

屋その他これらに類するも

ので、作業場に供する部分

の床面積の合計が５０㎡以

内のものを除く。） 

４．危険物の貯蔵又は処理に

供するもの 

５．自動車教習所 

６．畜舎 

７．自動車車庫（建築物に付

属するものを除く） 



６４ 

       

地 

区 

整 

備 

計 

画 
 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

 

 

 

建築物等の用途の制

限 ※ 

７．倉庫業を営む倉庫 

８．自動車教習所 

９．風俗営業等の規制及び業務

の適正化等に関する法律第２

条第１項の規定する風俗営業

を営む建築物及び第６項の規

定する店舗型性風俗特殊営業

を営む建築物 

１０．ナイトクラブその他設備

を設けて客にダンスをさせ、

かつ、客に飲食をさせる営業

を営む建築物（前号に該当す

る営業を営むものを除く。） 

１１．ダンスホールその他設備

を設けて客にダンスをさせる

営業（客にダンスを教授する

ための営業のうちダンスを教

授する者が客にダンスを教授

する場合にのみ客にダンスを

させる営業を除く。）を営む建

築物 

業を営む建築物及び第６項の

規定する店舗型性風俗特殊営

業を営む建築物 

（７）ナイトクラブその他設備

を設けて客にダンスをさせ、

かつ、客に飲食をさせる営業

を営む建築物（前号に該当す

る営業を営むものを除く。） 

（８）ダンスホールその他設備

を設けて客にダンスをさせる

営業（客にダンスを教授する

ための営業のうちダンスを教

授する者が客にダンスを教授

する場合にのみ客にダンスを

させる営業を除く。）を営む建

築物 

 

２．主要区画道路１号に面する

１階部分の主たる用途が次に

掲げる用途以外の建築物は建

築してはならない。 

（１）建築基準法施行令第百三

十条の五の三に掲げるもの 

（２）事務所 

（３）診療所、病院 

（４）保育所、児童厚生施設 

（５）劇場、映画館、演芸場ま

たは観覧場 

（６）巡査派出所、公衆電話所

その他これらに類する公益上

必要な建築物 

（７）ホテル又は旅館 

 

 

 

  



６５ 

    

 
地 
 

区 
 

整 
 

備 
 

計 
 

画 

 

 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

建築物

の容積

率の最

高限度

※ 

 

当該地区整

備計画の区

域の特性に

応じた容積

率の最高限

度 

 当該地区計画の内容に適合

し、かつ特定行政庁が交通上、

安全上、防火上及び衛生上支障

がないと認めた場合（建築基準

法第６８条の４第１項に基づ

く認定）は、下記の容積率を適

用する。 

３０／１０ 

 当該地区計画の内容に適合

し、かつ特定行政庁が交通上、

安全上、防火上及び衛生上支障

がないと認めた場合（建築基準

法第６８条の４第１項に基づ

く認定）は、下記の容積率を適

用する。 

３０／１０ 

 当該地区計画の内容に適合

し、かつ特定行政庁が交通上、

安全上、防火上及び衛生上支

障がないと認めた場合（建築

基準法第６８条の４第１項に

基づく認定）は、下記の容積

率を適用する。 

２２／１０ 

 当該地区計画の内容に適合

し、かつ特定行政庁が交通上、

安全上、防火上及び衛生上支

障がないと認めた場合（建築

基準法第６８条の４第１項に

基づく認定）は、下記の容積

率を適用する。 

３８／１０ 

公共施設の

整備の状況

に応じた容

積率の最高

限度 

 

 

２０／１０ 

  

― 

道路法第１８条第２項の規定

に基づく、主要区画道路１号及

び区画道路１号の道路供用開始

告示後は、容積率の最高限度を

適用しない。 

― 

建築物の容積率の

最低限度 
― ２５／１０ 

建築物の建蔽率の

最高限度 ― 

５／１０ 

 ただし、建築基準法第５３条

第３項は適用しないものとす

る。 

建築物の敷地面積の

最低限度 

６，０００㎡ ５００㎡ 

 ただし、足立区画街路第１１

号線に協力し代替地として譲渡

された土地の全部を一の敷地と

して行う建築行為についてはこ

の限りでない。  

２，０００㎡ ６，０００㎡ 



６６ 

    

 

地 

区 

整 

備 

計 

画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

壁面の位置の制限  建築物の外壁又はこれに代わ

る柱の面から道路境界線までの

距離の最低限度は、計画図に掲

げる数値とする。 

 ただし、公共用歩廊、公衆電

話、歩行者の安全上設置する庇

等公益上必要なもので区長がや

むを得ないと認めるものはこの

限りでない。 

建築物の外壁又はこれに代わ

る柱の面から道路境界線あるい

は歩道状空地境界線までの距離

の最低限度は、計画図に掲げる

数値とする。 

 ただし、次に掲げるものにつ

いてはこの限りでない。 

１．公共用歩廊、公衆電話、歩

行者の安全上設置する庇等

公益上必要なもので区長が

やむを得ないと認めるもの 

２．床面積に算入されない出窓

の部分 

３．物置その他これらに類する

用途（自動車車庫を除く。）

に供し、軒の高さが２．３ｍ

以下でかつ、壁面の後退距離

に満たない部分にある床面

積の合計が５㎡以下である

もの 

４．自動車車庫で軒の高さが 

２．３ｍ以下であるもの 

５．道路の隅切りの部分に面す

る建築物の部分 

 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路境界線、隣地

境界線あるいは新河川区域境界線までの距離の最低限度は、計

画図に掲げる数値とする。 

 ただし、公共用歩廊、公衆電話、歩行者の安全上設置する庇

等公益上必要なもので区長がやむを得ないと認めるものはこの

限りでない。 

 

  建築物等の高さの最

高限度 

 建築物の高さ（階段室、昇降機塔その他これらに類する建築物の屋上部分の水平投影面積の合

計が当該建築物の建築面積の８分の１以内の場合においては、その部分の高さは、１２ｍまでは

当該建築物の高さに算入しない。）は、３０ｍを超えてはならない。 

 建築物の高さ（階段室、昇降

機塔その他これらに類する建築

物の屋上部分の水平投影面積の

合計が当該建築物の建築面積の

８分の１以内の場合において

は、その部分の高さは、１２ｍ

までは当該建築物の高さに算入

しない。）は、１５０ｍを超えて

はならない。 

  



６７ 

     

  

壁面後退区域におけ

る工作物の設置の制

限 

 壁面の位置の制限として定められた限度の線と敷地境界線との間の土地の区域のうち歩道状空地に該当する部分には、看板、広告

物その他歩行者の通行の支障となる工作物を設置してはならない。 

地 

区 

整 

備 

計 

画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

建築物等の形態又は

色彩その他の意匠の

制限 

 建築物の外壁又はこれに代わる柱、屋根などの形態・色彩・その他の意匠は、良好な市街地景

観の形成に配慮したものとする。 

 また、屋外広告物は、地区の良好な景観・風致を損なう恐れのないものとする。 

 それぞれの建築物が高層のツ

インタワーとなるような建物形

状、高さ等に配慮するとともに、

建築物の外壁又はこれに代わる

柱、屋根などの形態・色彩・そ

の他の意匠は、良好な市街地景

観の形成に配慮したものとす

る。 

 また、屋外広告物は、地区の良

好な景観・風致を損なう恐れのな

いものとする。 

 

  垣又は柵の構造の制

限 

 道路に面して設ける垣又は柵の構造は、生け垣又は透視可能なフェンスとし、併用を妨げない。

 ただし、コンクリートブロック造、レンガ造、鉄筋コンクリート造及びその他これらに類する

構造の部分の高さが０．６ｍ以下のもの、法令等の制限上やむを得ないものについてはこの限り

でない。 

 道路に面して設ける垣又は柵

の構造は、生け垣又は透視可能な

フェンスとし、併用を妨げない。 

 ただし、コンクリートブロック

造、レンガ造、鉄筋コンクリート

造及びその他これらに類する構

造の部分の高さが０．６ｍ以下の

もの、スーパー堤防による擁壁、

法令等の制限上やむを得ないも

のについてはこの限りでない。 

 

  建築物の緑化率の最

低限度 
５／１００ － ２０／１００ ２５／１００ 

 



６８ 

       

 

地 

区 

整 

備 

計 

画 

 
 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の区分 名称 住宅地区Ｂ 住宅地区Ｃ 住宅地区Ｄ 工場業務地区 

面積 約２．１ｈａ 約１．９ｈａ 約０．６ｈａ 約２．０ｈａ 

建築物等の用途の制

限 ※ 

 次に掲げる用途の建築物は建築してはならない。 

１．戸建住宅、長屋 

２．ホテル又は旅館 

３．工場（自家販売のための食品製造業（食品加工業を含む。）

を営むパン屋、菓子屋その他これらに類するもので、作業場

に供する部分の床面積の合計が５０㎡以内のものを除く。） 

４．危険物の貯蔵又は処理に供するもの 

５．自動車教習所 

６．畜舎 

７．自動車車庫（建築物に付属するものを除く） 

 次に掲げる用途の建築物は

建築してはならない。 

１．ホテル又は旅館 

２．危険物の貯蔵又は処理に

供するもの 

３．自動車教習所 

４．畜舎 

 次に掲げる用途の建築物は建

築してはならない。 

１．物販店、飲食店その他これ

らに類する用途のもので、そ

の用途に供する部分の延べ面

積の合計が３，０００㎡を超

えるもの 

２．カラオケボックスその他こ

れに類するもの 
  

 ３．マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝

馬投票券発売所、場外車券売場その他これ

らに類するもの 

４．建築基準法別表第二（る）項第一号（１）

から(３１)（(１９)は除く）に掲げる工場 

５．建築基準法別表第二（る）項第一号（１

９）に掲げる工場であって、当該部分の床

面積の合計が１２，５００㎡を超えるもの 

６．建築基準法別表第二（る）項第二号に掲

げる危険物の貯蔵又は処理に供するもの 

７．倉庫業を営む倉庫 

８．自動車教習所 

９．風俗営業等の規制及び業務の適正化等に

関する法律第２条第１項の規定する風俗営

業を営む建築物及び第６項の規定する店舗

型性風俗特殊営業を営む建築物 

１０．ナイトクラブその他設備を設けて客に

ダンスをさせ、かつ、客に飲食をさせる営

業を営む建築物（前号に該当する営業を営

むものを除く。） 

   



６９ 

      

 

地 

区 

整 

備 

計 

画 

 
 

建
築
物
等
に
関
す
る
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建築物

の容積

率の最

高限度

※ 

当該地区整

備計画の区

域の特性に

応じた容積

率の最高限

度 

 当該地区計画の内容に適合し、かつ特定行政庁が交通上、安

全上、防火上及び衛生上支障がないと認めた場合（建築基準法

第６８条の４第１項に基づく認定）は、下記の容積率を適用す

る。 

３０／１０ 

 当該地区計画の内容に適合

し、かつ特定行政庁が交通上、

安全上、防火上及び衛生上支障

がないと認めた場合（建築基準

法第６８条の４第１項に基づ

く認定）は、下記の容積率を適

用する。 

３０／１０ 

 当該地区計画の内容に適合し、

かつ特定行政庁が交通上、安全

上、防火上及び衛生上支障がない

と認めた場合（建築基準法第６８

条の４第１項に基づく認定）は、

下記の容積率を適用する。 

２４／１０ 

公共施設の

整備の状況

に応じた容

積率の最高

限度 

 

 

２０／１０ 

 

― 

道路法第１８条第２項の規

定に基づく、区画道路１号の

道路供用開始告示後は、容積

率の最高限度を適用しない 

― 

建築物の建蔽率の

最高限度 

６／１０ 

 ただし、建築基準法第５３条第３項は適用しないものとする。 
― 

建築物の敷地面積

の最低限度 

２，０００㎡ ６，０００㎡ ８３㎡ 

ただし、足立区画街路第１

１号線に協力し代替地として

譲渡された土地の全部を一の

敷地として行う建築行為につ

いてはこの限りでない。 

２，０００㎡ 

壁面の位置の制限  建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路境界線、隣地境界線あるいは新河川区域境界線までの距離の最低限度は、計画図に掲

げる数値とする。 

 ただし、公共用歩廊、公衆電話、歩行者の安全上設置する庇等公益上必要なもので区長がやむを得ないと認めるものはこの限りでな

い。 



７０ 

 

地 

区 

整 

備 
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築
物
等
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す
る
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建築物等の高さの

最高限度 

 建築物の高さ（階段室、昇降

機塔その他これらに類する建築

物の屋上部分の水平投影面積の

合計が当該建築物の建築面積の

８分の１以内の場合において

は、その部分の高さは、１２ｍ

までは当該建築物の高さに算入

しない。）は、９０ｍを超えては

ならない。 

 建築物の高さ（階段室、昇

降機塔その他これらに類する

建築物の屋上部分の水平投影

面積の合計が当該建築物の建

築面積の８分の１以内の場合

においては、その部分の高さ

は、１２ｍまでは当該建築物

の高さに算入しない。）は、６

０ｍを超えてはならない。 

 建築物の高さ（階段室、昇降機塔その他これらに類する建築物

の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建築物の建築面積の８分

の１以内の場合においては、その部分の高さは、１２ｍまでは当

該建築物の高さに算入しない。）は、３０ｍを超えてはならない。 

壁面後退区域におけ

る工作物の設置の制

限 

 壁面の位置の制限として定められた限度の線と敷地境界線との間の土地の区域のうち歩道状空地に該当する部分には、看板、広告

物その他歩行者の通行の支障となる工作物を設置してはならない。 

建築物等の形態又は

色彩その他の意匠の

制限 

 建築物の外壁又はこれに代わる柱、屋根などの形態・色彩・その他の意匠は、良好な市街地景観の形成に配慮したものとする。 

 また、屋外広告物は、地区の良好な景観・風致を損なう恐れのないものとする。 

垣又は柵の構造の制

限 

 道路に面して設ける垣又は柵

の構造は、生け垣又は透視可能

なフェンスとし、併用を妨げな

い。 

 ただし、コンクリートブロッ

ク造、レンガ造、鉄筋コンクリ

ート造及びその他これらに類す

る構造の部分の高さが０．６ｍ

以下のもの、スーパー堤防によ

る擁壁、法令等の制限上やむを

得ないものについてはこの限り

でない。 

 道路に面して設ける垣又は柵の構造は、生け垣又は透視可能なフェンスとし、併用を妨げない。 

 ただし、コンクリートブロック造、レンガ造、鉄筋コンクリート造及びその他これらに類する構

造の部分の高さが０．６ｍ以下のもの、法令等の制限上やむを得ないものについてはこの限りでな

い。 

建築物の緑化率の最

低限度 
２０／１００ － ２０／１００ 



７１ 

 

地 

区 

整 

備 
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等
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す
る
事
項 

 

地区の区分 名称 駅前地区Ａ 駅前地区Ｂ 幹線道路沿道 

地区Ａ 

幹線道路沿道 

地区Ｂ 

住工共存 

地区Ａ 

住工共存 

地区Ｂ 

面積 約０．８ｈａ 約０．６ｈａ 約１．５ｈａ 約０．１ｈａ 約１．１ｈａ 約１．３ｈａ 

建築物等の用途の制

限 ※ 

１．次に掲げる用途の建築

物は建築してはならな

い。 

（１）風俗営業等の規制及

び業務の適正化等に関す

る法律第２条第１項の規

定する風俗営業を営む建

築物及び第６項の規定す

る店舗型性風俗特殊営業

を営む建築物 

（２）ナイトクラブその他

設備を設けて客にダンス

をさせ、かつ、客に飲食

をさせる営業を営む建築

物（前号に該当する営業

を営むものを除く。） 

（３）ダンスホールその他

設備を設けて客にダンス

をさせる営業（客にダン

スを教授するための営業

のうちダンスを教授する

者が客にダンスを教授す

る場合にのみ客にダンス

をさせる営業を除く。）を

営む建築物 

 

２．足立区画街路第１１号

線に面する１階部分の主

たる用途が次に掲げる用

途以外の建築物は建築し

てはならない。 

１．次に掲げる用途の建築物

は建築してはならない。 

（１）風俗営業等の規制及び

業務の適正化等に関する法

律第２条第１項の規定する

風俗営業を営む建築物及び

第６項の規定する店舗型性

風俗特殊営業を営む建築物

（２）ナイトクラブその他設

備を設けて客にダンスをさ

せ、かつ、客に飲食をさせ

る営業を営む建築物（前号

に該当する営業を営むもの

を除く。） 

（３）ダンスホールその他設

備を設けて客にダンスをさ

せる営業（客にダンスを教

授するための営業のうちダ

ンスを教授する者が客にダ

ンスを教授する場合にのみ

客にダンスをさせる営業を

除く。）を営む建築物 

 

２．足立区画街路第１１号線

に面する１階部分の主たる

用途が次に掲げる用途以外

の建築物は建築してはなら

ない。 

イ 建築基準法施行令第

百三十条の五の三に掲

げるもの 

次に掲げる用途の建築物は建築してはならない。 

１．風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第１項

の規定する風俗営業を営む建築物及び第６項の規定する店舗型性風

俗特殊営業を営む建築物 

２．ナイトクラブその他設備を設けて客にダンスをさせ、かつ、客に

飲食をさせる営業を営む建築物（前号に該当する営業を営むものを

除く。） 

３．ダンスホールその他設備を設けて客にダンスをさせる営業（客に

ダンスを教授するための営業のうちダンスを教授する者が客にダン

スを教授する場合にのみ客にダンスをさせる営業を除く。）を営む建

築物 
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建築物等の用途の制

限 ※ 

（１）建築基準法施行令

第百三十条の五の三

に掲げるもの 

（２）事務所 

（３）診療所、病院 

（４）保育所、児童厚生

施設 

（５）劇場、映画館、演

芸場または観覧場 

（６）巡査派出所、公衆

電話所その他これらに

類する公益上必要な建

築物 

（７）ホテル又は旅館 

（８）駐輪場 

（９）駅舎 

ロ 事務所 

ハ 診療所、病院 

ニ 保育所、児童厚生施設 

ホ 劇場、映画館、演芸場

または観覧場 

ヘ 巡査派出所、公衆電話

所その他これらに類する

公益上必要な建築物 

ト ホテル又は旅館 

チ 駐輪場 

ただし、次の各号に該当す

る場合は、この限りでない。 

(１)戸建住宅、長屋 

(２)敷地の形態上及び建築物

の安全上やむを得ない場合

と区長が認めたもの 

 

建築物

の容積

率の最

高限度

※ 

当該地区整

備計画の区

域の特性に

応じた容積

率の最高限

度 

 当該地区計画の内容に適合し、かつ特定行政庁が交通上、

安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めた場合（建築基

準法第６８条の４第１項に基づく認定）は、下記の容積率を

適用する。 

 

４０／１０ 

 

 

－ 

 当該地区計画の

内容に適合し、かつ

特定行政庁が交通

上、安全上、防火上

及び衛生上支障が

ないと認めた場合

（建築基準法第６

８条の４第１項に

基づく認定）は、下

記の容積率を適用

する。 

６０／１０ 

 

 

－ 

   公共施設の

整備の状況

に応じた容

積率の最高

限度 

 

 

３０／１０ 

 

 

－ 

 

 

３０／１０ 

 

 

－ 
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   道路法第１８条第２項の規定に基づく、足立区画街路第

１１号線の道路供用開始告示後は、容積率の最高限度を適

用しない。 

 

 

－ 

 道路法第１８条
第２項の規定に基
づく、足立区画街
路第１１号線の道
路供用開始告示後
は、容積率の最高
限度を適用しな
い。 

 

 

－ 

建築物の敷地面積の

最低限度 

  

 

 

８３㎡ 

 ただし、次の各号のいずれかに該当する場合はこの限りでない。 

１．当該地区計画の都市計画決定の告示日において、敷地面積が８３

㎡未満の土地で、現に建築物の敷地として使用されている土地、又

は現に存ずる所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地とし、か

つ、その全部を一の敷地として使用する場合においては、当該敷地

面積を敷地面積の最低限度とする 

２．良好な居住環境を害するおそれがないとして区長が認めたもの 

 

５００㎡ 

 ただし、次の各号のいずれかに該当する場合はこの限り

でない。 

１．足立区画街路第１１号線に協力し代替地として譲渡さ

れた土地の全部を一の敷地として行う建築行為 

２．当該地区計画の都市計画決定の告示日において、敷地

面積が５００㎡未満の土地で、現に建築物の敷地とし

て使用されている土地、又は現に存ずる所有権その他

の権利に基づいて建築物の敷地とし、かつ、その全部

を一の敷地として使用する場合においては、当該敷地

面積を敷地面積の最低限度とする 

３．良好な環境を害するおそれがないとして区長が認めた

もの 

    

壁面の位置の制限  建築物の外壁又はこれ

に代わる柱の面から道路

境界線までの距離の最低

限度は、計画図に掲げる

数値とする。 

 ただし、公共用歩廊、

公衆電話、歩行者の安全

上設置する庇等公益上必

要なもので区長がやむを

得ないと認めるものはこ

の限りでない。 

 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路境界線までの距

離の最低限度は、計画図に掲げる数値とする。 

ただし、次に掲げるものについてはこの限りでない。 

１．床面積に算入されない出窓の部分 

２．物置その他これらに類する用途（自動車車庫を除く。）に供し、

軒の高さが２．３ｍ以下でかつ、壁面の後退距離に満たない部分

にある床面積の合計が５㎡以下であるもの 

３．自動車車庫で軒の高さが２．３ｍ以下であるもの  

４．道路の隅切りの部分に面する建築物の部分 

 

 

－ 



７４ 

      

地 

区 

整 

備 

計 

画 

 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
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建築物等の高さの最

高限度 

 建築物の高さ（階段室、

昇降機塔その他これらに

類する建築物の屋上部分

の水平投影面積の合計が

当該建築物の建築面積の

８分の１以内の場合にお

いては、その部分の高さ

は、１２ｍまでは当該建

築物の高さに算入しな

い。）は、６０ｍを超えて

はならない。 

 

 

－ 

  建築物等の形態又

は色彩その他の意

匠の制限 

 建築物の外壁又はこれに代わる柱、屋根などの形態・色彩・その他の意匠は、良好な市街地景観の形成に配慮したものとする。 

 また、屋外広告物は、地区の良好な景観・風致を損なう恐れのないものとする。 

  垣又は柵の構造の

制限 

 道路に面して設ける垣又は柵の構造は、生け垣又は透視可能なフェンスとし、併用を妨げない。 

 ただし、コンクリートブロック造、レンガ造、鉄筋コンクリート造及びその他これらに類する構造の部分の高さが０．６ｍ以下の

もの、法令等の制限上やむを得ないものについてはこの限りでない。 

※は知事協議事項 

「区域、地区の区分、地区施設の配置、壁面の位置の制限、容積適正配分対象街区は、計画図表示のとおり」 

理 由：「都市緑地法等の一部を改正する法律」の施行に伴い、建築物等の用途の制限の整合を図るため、地区計画を変更する。 

 



７５ 

変更概要（  部分が変更あるいは追加の部分） 

名    称 千住大橋駅周辺地区地区計画 

位    置 足立区千住河原町、千住桜木一丁目、千住関屋町、千住橋戸町、千住緑町一丁目、千住緑町二丁目及び千住緑町三丁目各
地内 

面    積 約６９．３ｈａ 

事    項 旧 新 摘 要 

区
域
の
整
備
、
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

建築物等の整備の方針 １．（略） 

加えて地区の特性に応じて、建築物等の用途

の制限、建築物の容積率の最高限度及び最低限

度、建築物の建ぺい率の最高限度、建築物の敷

地面積の最低限度、壁面の位置の制限、建築物

等の高さの最高限度、壁面後退区域における工

作物の設置の制限、建築物等の形態又は色彩そ

の他の意匠の制限、垣又はさくの構造の制限、

建築物の緑化率の最低限度を定める。 

２．大規模工場跡地と国道４号線に挟まれた地区で

は、地区の特性に応じた建築物を誘導し、駅前

としての賑わい・活力の創出による賑わいの軸

の形成と、既成市街地の防災性の向上、良好な

市街地環境の形成を図るため、建築物等の用途

の制限、建築物の容積率の最高限度、建築物の

敷地面積の最低限度、壁面の位置の制限、建築

物等の高さの最高限度、建築物等の形態又は色

彩その他の意匠の制限、垣又はさくの構造の制

限を定める。 

（略） 

１．（略） 

加えて地区の特性に応じて、建築物等の用途

の制限、建築物の容積率の最高限度及び最低限

度、建築物の建蔽率の最高限度、建築物の敷地

面積の最低限度、壁面の位置の制限、建築物等

の高さの最高限度、壁面後退区域における工作

物の設置の制限、建築物等の形態又は色彩その

他の意匠の制限、垣又は柵の構造の制限、建築

物の緑化率の最低限度を定める。 

２．大規模工場跡地と国道４号線に挟まれた地区で

は、地区の特性に応じた建築物を誘導し、駅前

としての賑わい・活力の創出による賑わいの軸

の形成と、既成市街地の防災性の向上、良好な

市街地環境の形成を図るため、建築物等の用途

の制限、建築物の容積率の最高限度、建築物の

敷地面積の最低限度、壁面の位置の制限、建築

物等の高さの最高限度、建築物等の形態又は色

彩その他の意匠の制限、垣又は柵の構造の制限

を定める。 

（略） 

文言の精査 

 

 

 

 



７６ 
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地区の区分 名称 商業複合地区Ａ 商業複合地区Ｂ 業務複合地区 商業複合地区Ａ 商業複合地区Ｂ 業務複合地区  
面積 約１．７ｈａ 約０．２ｈａ 約２．１ｈａ 約１．７ｈａ 約０．２ｈａ 約２．１ｈａ

垣又は柵の構造の制

限 

 道路に面して設ける垣又はさくの構造は、生け垣

又は透視可能なフェンスとし、併用を妨げない。 

 ただし、コンクリートブロック造、レンガ造、鉄

筋コンクリート造及びその他これらに類する構造の

部分の高さが０．６ｍ以下のもの、法令等の制限上

やむを得ないものについてはこの限りでない。 

 道路に面して設ける垣又は柵の構造は、生け垣又

は透視可能なフェンスとし、併用を妨げない。 

 ただし、コンクリートブロック造、レンガ造、鉄

筋コンクリート造及びその他これらに類する構造の

部分の高さが０．６ｍ以下のもの、法令等の制限上

やむを得ないものについてはこの限りでない。 

文言の精査 

地 

区 

整 

備 

計 

画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の区分 名称 住宅地区Ａ 住宅地区Ｂ 住宅地区Ａ 住宅地区Ｂ  
面積 約２．０ｈａ 約２．１ｈａ 約２．０ｈａ 約２．１ｈａ

建築物の建蔽率の

最高限度 

５／１０ 

 ただし、建築基準法第

５３条第３項は適用しな

いものとする。 

６／１０ 

 ただし、建築基準法第

５３条第３項は適用しな

いものとする。 

５／１０ 

 ただし、建築基準法第

５３条第３項は適用しな

いものとする。 

６／１０ 

 ただし、建築基準法第

５３条第３項は適用しな

いものとする。 

文言の精査 

垣又は柵の構造の

制限 

 道路に面して設ける垣又はさくの構造は、生け垣

又は透視可能なフェンスとし、併用を妨げない。 

 ただし、コンクリートブロック造、レンガ造、鉄

筋コンクリート造及びその他これらに類する構造の

部分の高さが０．６ｍ以下のもの、スーパー堤防に

よる擁壁、法令等の制限上やむを得ないものについ

てはこの限りでない。 

 道路に面して設ける垣又は柵の構造は、生け垣又

は透視可能なフェンスとし、併用を妨げない。 

 ただし、コンクリートブロック造、レンガ造、鉄

筋コンクリート造及びその他これらに類する構造の

部分の高さが０．６ｍ以下のもの、スーパー堤防に

よる擁壁、法令等の制限上やむを得ないものについ

てはこの限りでない。 

文言の精査 

地 

区 

整 

備 

計 

画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の区分 名称 住宅地区Ｃ 住宅地区Ｄ 住宅地区Ｃ 住宅地区Ｄ  
面積 約１．９ｈａ 約０．６ｈａ 約１．９ｈａ 約０．６ｈａ

建築物の建蔽率の

最高限度 

６／１０ 

 ただし、建築基準法第

５３条第３項は適用しな

いものとする。 

― 

６／１０ 

 ただし、建築基準法第

５３条第３項は適用しな

いものとする。 

― 

文言の精査 

垣又は柵の構造の

制限 

 道路に面して設ける垣又はさくの構造は、生け垣

又は透視可能なフェンスとし、併用を妨げない。 

 ただし、コンクリートブロック造、レンガ造、鉄

筋コンクリート造及びその他これらに類する構造の

部分の高さが０．６ｍ以下のもの、法令等の制限上

やむを得ないものについてはこの限りでない。 

 道路に面して設ける垣又は柵の構造は、生け垣又

は透視可能なフェンスとし、併用を妨げない。 

 ただし、コンクリートブロック造、レンガ造、鉄

筋コンクリート造及びその他これらに類する構造の

部分の高さが０．６ｍ以下のもの、法令等の制限上

やむを得ないものについてはこの限りでない。 

文言の精査 



７７ 

地 

区 

整 

備 

計 

画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の区分 名称 工場業務地区 工場業務地区
 

面積 約２．０ｈａ 約２．０ｈａ

建築物等の用途の

制限  

  

次に掲げる用途の建築物は建築してはならない。 

１．～３．（略） 

４．建築基準法別表第二（ぬ）項第一号（１）から(３

１)（(１９)は除く）に掲げる工場 

５．建築基準法別表第二（ぬ）項第一号（１９）に

掲げる工場であって、当該部分の床面積の合計が

１２，５００㎡を超えるもの 

６．建築基準法別表第二（ぬ）項第二号に掲げる危

険物の貯蔵又は処理に供するもの 

７．～１０．（略） 

次に掲げる用途の建築物は建築してはならない。 

１．～３．（略） 

４．建築基準法別表第二（る）項第一号（１）から(３

１)（(１９)は除く）に掲げる工場 

５．建築基準法別表第二（る）項第一号（１９）に

掲げる工場であって、当該部分の床面積の合計が

１２，５００㎡を超えるもの 

６．建築基準法別表第二（る）項第二号に掲げる危

険物の貯蔵又は処理に供するもの 

７．～１０．（略） 

建築基準法の

改正に伴う変

更 

垣又は柵の構造の

制限 

 道路に面して設ける垣又はさくの構造は、生け垣

又は透視可能なフェンスとし、併用を妨げない。 

 ただし、コンクリートブロック造、レンガ造、鉄

筋コンクリート造及びその他これらに類する構造の

部分の高さが０．６ｍ以下のもの、法令等の制限上

やむを得ないものについてはこの限りでない。 

 道路に面して設ける垣又は柵の構造は、生け垣又

は透視可能なフェンスとし、併用を妨げない。 

 ただし、コンクリートブロック造、レンガ造、鉄

筋コンクリート造及びその他これらに類する構造の

部分の高さが０．６ｍ以下のもの、法令等の制限上

やむを得ないものについてはこの限りでない。 

文言の精査 

地 

区 

整 

備 

計 

画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の区分 名称 
駅前 

地区Ａ 
駅前 
地区Ｂ

幹線 
道路 
沿道 
地区Ａ

幹線 
道路 
沿道 
地区Ｂ

住工 
共存 
地区Ａ

住工 
共存 

地区Ｂ

駅前 
地区Ａ 

駅前 
地区Ｂ

幹線 
道路 
沿道 
地区Ａ

幹線 
道路 
沿道 
地区Ｂ

住工 
共存 
地区Ａ

住工 
共存 
地区Ｂ

 

面積 約 
０．８ｈ

ａ 

約 
０．６ｈ

ａ 

約 
１．５
ｈａ 

約 
０．１
ｈａ 

約 
１．１
ｈａ 

約 
１．３
ｈａ 

約 
０．８ｈ

ａ 

約 
０．６ｈ

ａ 

約 
１．５
ｈａ 

約 
０．１
ｈａ 

約 
１．１
ｈａ 

約 
１．３
ｈａ 

垣又は柵の構造の

制限 

 道路に面して設ける垣又はさくの構造は、生け垣

又は透視可能なフェンスとし、併用を妨げない。 

 ただし、コンクリートブロック造、レンガ造、鉄

筋コンクリート造及びその他これらに類する構造の

部分の高さが０．６ｍ以下のもの、法令等の制限上

やむを得ないものについてはこの限りでない。 

 道路に面して設ける垣又は柵の構造は、生け垣又

は透視可能なフェンスとし、併用を妨げない。 

 ただし、コンクリートブロック造、レンガ造、鉄

筋コンクリート造及びその他これらに類する構造の

部分の高さが０．６ｍ以下のもの、法令等の制限上

やむを得ないものについてはこの限りでない。 

文言の精査 
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縮小版 
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縮小版 
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縮小版 
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縮小版 
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縮小版 
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縮小版 



８４ 

 


